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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第106期
第３四半期
連結累計期間

第107期
第３四半期
連結累計期間

第106期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2022年４月１日
至　2022年12月31日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 （千円） 21,417,090 23,444,350 27,356,197

経常利益又は経常損失（△） （千円） △242,773 897,716 △697,797

親会社株主に帰属する四半期

純利益又は親会社株主に帰属する

四半期（当期）純損失（△）

（千円） △194,718 669,886 △967,692

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △94,742 787,687 △788,945

純資産額 （千円） 16,060,114 16,036,240 15,365,911

総資産額 （千円） 27,470,425 28,766,267 26,537,480

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）

（円） △50.72 174.39 △252.05

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 58.46 55.75 57.90

 

回次
第106期
第３四半期
連結会計期間

第107期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

自　2022年10月１日
至　2022年12月31日

１株当たり四半期純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△）

（円） △25.74 60.23

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していな

い。

３．１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期（当期）純損失の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株

式数については、「株式給付信託（BBT）」及び「株式給付信託（J-ESOP）」が保有する当社株式を控除対

象の自己株式に含めて算出している。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はない。

　また、主要な関係会社についても異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ない。

　なお、重要事象等は存在していない。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかに持ち直しの兆しが見られるものの、世界的な物価の

高騰、金融引締め等により景気の下押し圧力が高まっていることから、依然として先行き不透明な状況が続いてい

る。

　当社グループにおいては、前四半期に続き、主原料である鉄スクラップ価格は弱含みで推移した。一方、電力・

ガス料金などの各種エネルギー価格は、ロシア・ウクライナ問題による需給の引締まりに加え、円安の影響により

高騰し続けたが、こうしたエネルギーコストの上昇に対し、各種製品の販売価格への転嫁に努めた。

　この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は23,444百万円（前年同四半期比9.5％増）、経常利益は

897百万円（前年同四半期は242百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純利益は669百万円（前年同四

半期は194百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となった。

 

(2）財政状態の分析

①　資産

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ2,228百万円増加して、28,766百

万円となった。

　これは主に、電子記録債権の増加（前連結会計年度比1,742百万円の増加）などにより、流動資産が前連結会

計年度末に比べ1,853百万円増加して、15,844百万円になったことによるものである。

②　負債

　当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,558百万円増加して、12,730百

万円となった。

　これは主に、短期借入金の増加（前連結会計年度末比1,500百万円の増加）などにより、流動負債が前連結会

計年度末に比べ1,753百万円増加して、10,052百万円になったことによるものである。

③　純資産

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ670百万円増加して、16,036百

万円となった。

　これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益669百万円の計上などにより、利益剰余金が前連結会計年度

末に比べ548百万円増加して、12,308百万円になったことによるものである。

　また、自己資本比率については、前連結会計年度末の57.9％から2.2ポイント減少して、当第３四半期連結会

計期間末には55.7％となった。

 

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はない。

 

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はない。

 

(5) 研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の試験研究費の総額は、７百万円である。

　なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項なし。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 11,190,000

計 11,190,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2023年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可

金融商品取引業協会名
内容

普通株式 3,994,000 3,994,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株

である。

計 3,994,000 3,994,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　該当事項なし。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　該当事項なし。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項なし。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2022年10月１日～

2022年12月31日
－ 3,994,000 － 1,969,269 － 1,399,606

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてい

る。

 

①【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 69,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,914,800 39,148 －

単元未満株式 普通株式 9,800 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数  3,994,000 － －

総株主の議決権  － 39,148 －

（注）１．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式19株が含まれている。

２．「完全議決権株式（その他）」には、「株式給付信託（BBT）」及び「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産

として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する株式81,800株（議決権の数818個）が含まれて

いる。

 

②【自己株式等】

    2022年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

北越メタル株式会社

新潟県長岡市蔵王

三丁目３番１号
69,400 － 69,400 1.7

計 － 69,400 － 69,400 1.7

（注）１．上記のほか、当社所有の単元未満株式19株がある。

２．「株式給付信託（BBT）」及び「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行

（信託Ｅ口）が保有する株式81,800株については、上記自己株式等には含まれていないが、四半期連結財務

諸表においては自己株式として表示している。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項なし。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成している。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、高志監査法人による四半期レビューを受けている。

 

 

EDINET提出書類

北越メタル株式会社(E01260)

四半期報告書

 6/19



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,709,505 2,415,841

受取手形及び売掛金 2,201,607 ※１ 2,925,257

電子記録債権 3,646,043 ※１ 5,388,845

商品及び製品 3,206,899 3,133,802

仕掛品 84,584 91,679

原材料及び貯蔵品 1,824,569 1,646,736

未収還付法人税等 127,316 16,813

その他 201,098 236,530

貸倒引当金 △11,137 △11,269

流動資産合計 13,990,487 15,844,237

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 10,025,929 10,089,383

減価償却累計額 △7,241,164 △7,411,028

建物及び構築物（純額） 2,784,765 2,678,354

機械装置及び運搬具 23,287,121 24,182,630

減価償却累計額 △18,815,463 △19,168,307

機械装置及び運搬具（純額） 4,471,658 5,014,323

工具、器具及び備品 2,411,770 2,533,522

減価償却累計額 △1,985,186 △2,039,119

工具、器具及び備品（純額） 426,584 494,402

土地 1,821,113 1,818,511

リース資産 6,906 16,042

減価償却累計額 △1,255 △3,433

リース資産（純額） 5,650 12,609

建設仮勘定 193,612 －

有形固定資産合計 9,703,383 10,018,200

無形固定資産   

ソフトウエア 19,209 17,026

その他 3,927 3,840

無形固定資産合計 23,137 20,867

投資その他の資産   

投資有価証券 1,368,388 1,516,759

繰延税金資産 2,475 3,194

長期前払費用 1,410,513 1,335,434

その他 41,834 29,473

貸倒引当金 △2,740 △1,900

投資その他の資産合計 2,820,471 2,882,962

固定資産合計 12,546,992 12,922,030

資産合計 26,537,480 28,766,267
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,661,357 ※１ 4,256,779

電子記録債務 839,257 ※１ 804,468

短期借入金 1,950,084 3,450,084

未払法人税等 30,442 182,464

賞与引当金 － 109,960

環境対策引当金 21,172 20,374

その他 797,053 ※１ 1,228,479

流動負債合計 8,299,367 10,052,610

固定負債   

社債 100,000 100,000

長期借入金 1,712,255 1,374,692

執行役員退職慰労引当金 17,840 22,790

役員株式給付引当金 13,657 11,281

従業員株式給付引当金 13,377 25,255

退職給付に係る負債 910,873 927,353

資産除去債務 21,377 21,543

繰延税金負債 5,270 107,970

その他 77,550 86,530

固定負債合計 2,872,201 2,677,417

負債合計 11,171,568 12,730,027

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,969,269 1,969,269

資本剰余金 1,441,113 1,441,113

利益剰余金 11,760,585 12,308,809

自己株式 △172,469 △168,165

株主資本合計 14,998,498 15,551,027

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 370,674 488,294

退職給付に係る調整累計額 △3,262 △3,081

その他の包括利益累計額合計 367,412 485,212

純資産合計 15,365,911 16,036,240

負債純資産合計 26,537,480 28,766,267
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 21,417,090 23,444,350

売上原価 19,521,973 20,294,767

売上総利益 1,895,117 3,149,582

販売費及び一般管理費 2,196,404 2,321,476

営業利益又は営業損失（△） △301,287 828,106

営業外収益   

受取利息及び配当金 42,704 43,690

受取賃貸料 10,864 20,068

その他 18,495 26,461

営業外収益合計 72,063 90,220

営業外費用   

支払利息 9,267 13,552

その他 4,282 7,057

営業外費用合計 13,550 20,610

経常利益又は経常損失（△） △242,773 897,716

特別利益   

固定資産売却益 15 320

保険解約返戻金 33,630 124

満期保険金 2,080 －

受取保険金 35,650 5,901

特別利益合計 71,375 6,345

特別損失   

固定資産売却損 171 －

減損損失 3,645 2,602

固定資産除却損 5,551 1,773

環境対策費 38,231 －

環境対策引当金繰入額 2,300 －

支払補償費 35,325 －

特別損失合計 85,224 4,376

税金等調整前四半期純利益又は

税金等調整前四半期純損失（△）
△256,622 899,684

法人税等 △61,903 229,798

四半期純利益又は四半期純損失（△） △194,718 669,886

親会社株主に帰属する四半期純利益又は

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）
△194,718 669,886
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △194,718 669,886

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 99,671 117,620

退職給付に係る調整額 303 180

その他の包括利益合計 99,975 117,800

四半期包括利益 △94,742 787,687

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △94,742 787,687

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項なし。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項なし。

 

（会計方針の変更等）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることとしている。これによる、四半期連結財務諸表への影響はない。

 

（追加情報）

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

　当社グループは、第１四半期連結会計期間から、グループ通算制度を適用している。

　これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適

用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日。）に従っている。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

１．株式給付信託(BBT)

　当社は、社外取締役を除く当社の取締役及び執行役員（以下、「取締役等」）に対して、取締役等の報酬と当社

の業績及び株式価値と連動性をより明確にし、取締役等が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落のリスク

までも株主の皆さまと共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目

的として、株式報酬制度「株式給付信託(BBT)」を導入しており、受給権を付与された取締役等に信託を通じて自

社の株式を交付する取引を行っている。

 

(1)取引の概要

　本制度は、あらかじめ当社が定めた役員株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした取締役等に対し当社株式

及び当社株式を退任日時点の時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」）が、信託を通じて給付され

る業績連動型の株式報酬制度である。

　当社は、取締役等に対して会社業績に応じてポイントを付与し、取締役等を退任した者のうち役員株式給付規程

の定めにより受給権を取得した者には当該付与ポイントに相当する当社株式等を給付する。取締役等に対し給付す

る株式については、あらかじめ信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものと

する。

　本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）を参考に、取締役等に対しても同取扱いを読み替えて適用し、

信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として連結貸借対照表に計上する総額法を適用している。

 

(2)信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式と

して計上している。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度40,315千円、28,900株、当第３四半期

連結会計期間35,991千円、25,800株である。
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２．株式給付信託(J-ESOP)

　当社は、当社従業員及び連結子会社の従業員等（以下、「従業員等」）への福利厚生と、当社の株価や業績と経

済的な効果を株主の皆さまと共有することにより、株価及び業績向上への従業員等の意欲や士気を高めることを目

的として、従業員等に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託(J-ESOP)」を導入してお

り、受給権を付与された従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っている。

 

(1)取引の概要

　本制度は、あらかじめ当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした従業員等に対し当社株式及び

当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」）が、信託を通じて給付される仕組みである。

　当社は、従業員等に対して個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、従業員等のうち株式給付規程の定めによ

り受給権を取得した者には当該付与ポイントに相当する当社株式等を給付する。従業員等に対し給付する株式につ

いては、あらかじめ信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとする。

　本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）を適用し、信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として連結

貸借対照表に計上する総額法を適用している。

 

(2)信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式と

して計上している。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度71,344千円、56,000株、当第３四半期

連結会計期間71,216千円、55,900株である。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項なし。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理して

いる。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形等を満期日に決済が行われたものとして処理している。

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

受取手形 － 7,755千円

電子記録債権 － 868,958 〃

支払手形 －  113,942 〃

電子記録債務 － 190,776 〃

設備購入支払手形（流動負債「その他」） － 15,832 〃

 

２　保証債務

次の関係会社について、仕入先からの仕入債務に対し債務保証を行っている。

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

株式会社コーテックス 67,506千円 41,392千円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

　該当事項なし。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

減価償却費 744,836千円 792,721千円

 

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月19日

取締役会
普通株式 19,623 5.0 2021年３月31日 2021年５月31日 利益剰余金

2021年11月８日

取締役会
普通株式 19,623 5.0 2021年９月30日 2021年12月７日 利益剰余金

（注）１．2021年５月19日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」及び「株式給付信託（J-

ESOP）」制度の信託財産として株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金443千円を含んでいる。

２．2021年11月８日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」及び「株式給付信託（J-

ESOP）」制度の信託財産として株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金424千円を含んでいる。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項なし。

 

３　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項なし。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月23日

取締役会
普通株式 3,924 1.0 2022年３月31日 2022年６月７日 利益剰余金

2022年11月２日

取締役会
普通株式 117,737 30.0 2022年９月30日 2022年12月１日 利益剰余金

（注）１．2022年５月23日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」及び「株式給付信託（J-

ESOP）」制度の信託財産として株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金84千円を含んでいる。

２．2022年11月２日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」及び「株式給付信託（J-

ESOP）」制度の信託財産として株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金2,454千円を含んでいる。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項なし。

 

３　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項なし。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

　当社グループは、「鉄鋼事業」の単一セグメントであるため、記載を省略している。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

　当社グループは、「鉄鋼事業」の単一セグメントであるため、記載を省略している。

 

（金融商品関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略している。

 

（有価証券関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略している。

 

（企業結合等関係）

　該当事項なし。
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（収益認識関係）

　当社グループは、「鉄鋼事業」の単一セグメントであり、財又はサービスの種類別に収益を分解した情報は以下

のとおりである。

 

　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

（単位：千円）

 
報告セグメント

合　計
鉄鋼

国内棒鋼・線材 12,117,117 12,117,117

輸出棒鋼・線材 2,132,596 2,132,596

国内形鋼・特殊棒鋼 2,028,940 2,028,940

輸出形鋼・特殊棒鋼 36,525 36,525

土木製品 1,623,791 1,623,791

建築製品 2,954,935 2,954,935

その他部門 523,183 523,183

顧客との契約から生じる収益 21,417,090 21,417,090

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 21,417,090 21,417,090

 

　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

（単位：千円）

 
報告セグメント

合　計
鉄鋼

国内棒鋼・線材 15,422,593 15,422,593

輸出棒鋼・線材 572,522 572,522

国内形鋼・特殊棒鋼 2,268,717 2,268,717

輸出形鋼・特殊棒鋼 38,645 38,645

土木製品 1,663,127 1,663,127

建築製品 2,863,214 2,863,214

その他部門 615,529 615,529

顧客との契約から生じる収益 23,444,350 23,444,350

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 23,444,350 23,444,350

 

 

EDINET提出書類

北越メタル株式会社(E01260)

四半期報告書

15/19



（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
△50円72銭 174円39銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）（千円）
△194,718 669,886

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（千円）

△194,718 669,886

普通株式の期中平均株式数（株） 3,839,068 3,841,287

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。

２．普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に、「株式給付信託（BBT）」及び「株式給付

信託（J-ESOP）」が保有する当社株式を含めている。なお、「株式給付信託（BBT）」及び「株式給付信託

（J-ESOP）」が保有する当社株式の期中平均自己株式数は、前第３四半期連結累計期間85,660株、当第３四

半期連結累計期間83,320株である。

 

（重要な後発事象）

　該当事項なし。

 

２【その他】

　2022年11月２日開催の取締役会において、2022年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配

当を行うことを決議した。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　 　　 117,737千円

②　１株当たりの金額　　　 　　　　　　　　　　　30円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　 2022年12月１日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年２月２日

北越メタル株式会社

取締役会　御中

 

高志監査法人

　新潟県新潟市

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 片　　岡　　俊　　員

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 竹　　田　　信　　一

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北越メタル株式

会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北越メタル株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連

結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四

半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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